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SSBJ 基準のすべての定めに準拠していない場合の開示 

2025 年 6 月 30 日公表 

目 的 

1. 本文書は、SSBJ 基準のすべての定めに準拠していない場合の開示を行うにあたり参考となる情

報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 

準拠表明 

 

何が求められているのか 

2. SSBJ 基準では、SSBJ 基準に準拠している旨を表明する場合、SSBJ 基準のすべての定めに準

拠していることを求めています。すなわち、SSBJ 基準のすべての定めに準拠することなくサステナビ

リティ関連財務開示を作成する場合、限定付きで SSBJ 基準に準拠していると記述することは認

められていません。 

サステナビリティ関連財務開示が、サステナビリティ開示基準のすべての定めに準拠している場合、

明示的かつ無限定の準拠の旨を開示することにより表明しなければならない。サステナビリティ開

示基準のすべての定めに準拠しない限り、サステナビリティ関連財務開示がサステナビリティ開示基

準に準拠していると記述してはならない。（適用基準第 79 項） 

 

すべての定めに準拠しなければならない理由 

3. SSBJ 基準では、企業がサステナビリティ関連財務情報の報告にあたり、一部の定めに従った部

分的な開示を提供したのか、それともすべての定めに従った開示を提供したのかを、主要な利用

者に伝えることの重要さを反映し、SSBJ基準のすべての定めに準拠している場合にのみ、明示的

かつ無限定の準拠の旨を表明しなければならないとしています（適用基準 BC155 項）。 

4. SSBJ 基準を導入しようという企業が、複数年にわたり段階的に導入を進める場合、SSBJ 基準

において開示が求められている項目の一部から開示を開始する場合があります。例えば、SSBJ

基準の導入を開始した年度において、一般基準及び気候基準の「ガバナンス」及び「リスク管理」

の項目のみを開示する場合や、気候基準の「指標及び目標」の項目のみを開示する場合等が考

えられます。 

5. しかし、SSBJ 基準は、ISSB 基準と同様に、すべての定めに従うことを前提に開発されており、企

業が SSBJ 基準において開示が求められている項目の一部のみを開示する場合、不完全なもの

となり、サステナビリティ関連財務情報の比較可能性が損なわれ、主要な利用者が企業の状況を

正確に理解することが困難になる可能性があります。 
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SSBJ 基準の定めを参考に開示内容を決定する場合 

6. 2025 年６月末現在、有価証券報告書において、次の事項を記載することが求められています

（企業内容等の開示に関する内閣府令 第三号様式及び第二号様式）。 

(1) 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において、「ガバナンス」及び「リスク管理」につい

て記載する。また、「戦略」並びに「指標及び目標」のうち、重要なものについて記載する。 

(2) 人的資本に関する「戦略」において、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方

針及び社内環境整備に関する方針を記載する。また、人的資本に関する「指標及び目標」

において、これらの方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実績を記

載する。 

(3) 「従業員の状況」において、管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休

業取得率及び労働者の男女の賃金の差異を記載する。 

7. 有価証券報告書において求められるこれらの開示を作成するにあたり、SSBJ 基準の定めを参考

にすることができると考えられます。例えば、「ガバナンス」及び「リスク管理」の開示にあたり、一般

基準及び気候基準の定めを参照し、これらの定めに記載された事項を開示することが考えられま

す。ただし、SSBJ 基準を参考に、SSBJ 基準の定めの一部のみについて開示を作成する場合に

は、SSBJ 基準のすべての定めに準拠しているとはいえず、SSBJ 基準に準拠していると記述して

はならないことになります。また、準拠表明の定めの趣旨に鑑みると、SSBJ 基準に準拠しているか

のような誤解を生じさせる可能性がある記述はしてはならないと考えられます。 

 

設 例 

設例は、SSBJ 基準の定めについて理解を深めるために参考として示す一例であり、各企業の実情

等に応じて考慮事項は異なることにご留意ください。 

 

1. SSBJ 基準のすべての定めに従って開示を行う場合の記載事例（適切であると考えられる記載

事例） 

当社グループのサステナビリティ関連財務開示は、サステナビリティ開示基準（サステナビリティ基

準委員会（SSBJ）が開発した基準をいう。以下同じ。）に準拠して作成している。 

 

2. SSBJ 基準に準拠しているかのような誤解を生じさせる可能性のある記載事例（不適切である

と考えられる記載事例） 

当社グループのサステナビリティ関連財務開示のうち X.ガバナンスと XX. リスク管理については、

サステナビリティ開示基準（サステナビリティ基準委員会（SSBJ）が開発した基準をいう。以下

同じ。）に準拠して作成している。 
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 この記載事例では、SSBJ 基準のすべての定めに準拠していないにもかかわらず、SSBJ 基準に準

拠しているかのような誤解を生じさせる可能性のある表現が用いられており、不適切であると考えら

れます。 

 

当社グループのサステナビリティ関連財務開示のうち X.ガバナンスと XX. リスク管理については、

サステナビリティ開示基準（サステナビリティ基準委員会（SSBJ）が開発した基準をいう。以下

同じ。）を参考にして作成している。 

 この記載事例では、SSBJ基準への準拠には言及されていませんが、参考にして作成していると記

載することで SSBJ 基準に準拠しているかのような誤解を生じさせる可能性のある表現が用いられ

ており、不適切であると考えられます。 

 

当社グループのサステナビリティ関連財務開示は、X.指標及び目標を除き、サステナビリティ開示

基準（サステナビリティ基準委員会（SSBJ）が開発した基準をいう。以下同じ。）に準拠して

作成している。 

 この記載事例では、SSBJ 基準のすべての定めに準拠していないにもかかわらず、SSBJ 基準に準

拠しているかのような誤解を生じさせる可能性のある表現が用いられており、不適切であると考えら

れます。 

 

スコープ１及びスコープ２の温室効果ガス排出量は、サステナビリティ開示テーマ別基準第２号

「気候関連開示基準」第 47 項に基づき開示している。 

 この記載事例では、SSBJ 基準のすべての定めに準拠していないにもかかわらず、SSBJ 基準に準

拠しているかのような誤解を生じさせる可能性のある表現が用いられており、不適切であると考えら

れます。 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項目に対して

適用する必要はないことにご留意ください。 

 

以 上 


